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離島振興の推進に関する提言

全国の離島は、自然環境の保全等の面で重要な役割を担って

おり、離島振興法、有人国境離島地域の保全及び特定有人国境

離島地域に係る地域社会の維持に関する特別措置法に基づく､各

種施策の積極的推進により着実に振興が図られてきた。

しかし、離島をとりまく自然的・社会的諸条件は依然として

厳しく、人口の減少、著しい少子高齢化の進行、産業活動の停

滞、航路・航空路の廃止・減便、医療従事者の恒常的不足、生

活環境整備や高度情報通信基盤整備の遅れ等、本土との格差の

改善が課題となっている。

また、最近においては、コロナ禍からの社会経済活動再開に

伴う需要増加やロシアの軍事侵略による社会情勢の悪化もあり、

ガソリンや軽油､重油の価格は平成26年以来の高値水準が続いて

おり､離島の産業振興や住民の生活に､大きな影響を及ぼしてい

る。

各都道県においては、こうした離島をとりまく厳しい現実を

深く認識し、主体性を持って創意工夫するなど離島振興策の推

進を図っているところである。

国においては、離島が我が国の領域、排他的経済水域等の保

全、海洋資源の利用、多様な文化の継承、自然環境の保全、自

然との触れ合いの場及び機会の提供、食料の安定的な供給等の

国家的・国民的役割を担っていることを踏まえ、離島振興策を

充実・強化されるよう強く求める。

ここに、豊かで活力ある地域社会を築くため、離島振興対策

に邁進することを誓うとともに、政府・国会に対し、下記事項

の速やかな実現について提言する。



- 2 -

記

１ 離島関係都道県が策定した「離島振興計画」に基づく施策

を推進するとともに、国土交通省所管の離島振興関係公共事

業予算及び各省所管の離島振興関係予算については、各都道

県の要求する所要額を確保すること。

また、離島振興基本方針に基づき、離島振興のためのソフ

ト・ハード事業施策を拡充し、十分な予算措置を講ずること。

２ 離島活性化交付金については、離島の実情に応じた内容と

なるよう、対象事業の拡充や事業の実施期間の延長、地元負

担の軽減を図るなど、更なる交付金制度の充実に取り組むと

ともに、必要な予算額の確保を図ること。

特に、小規模離島等生活環境改善事業については､交付率引

き上げや事業内容拡充など､地域の実情を踏まえた特段の配慮

を行うこと。

また､離島広域活性化事業について､必要な予算額の確保を

図ること。

３ 離島の活性化と定住促進のため、離島特別区域制度整備に

ついて、その制度の詳細設計を定めた新たな法制度の整備を

早急に検討すること。併せて、離島の特性に即した新たな取

り組みへの支援強化を図るとともに、規制緩和等の必要な措

置を講ずること。
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４ 離島における航路・航空路等交通体系の整備を促進すること。

(1) 安全性、利便性、快適性の高い航路・航空路の整備促進

(2) 離島における本土と同等の条件による人の往来や物資の流通を確

保するため、離島航路・航空路支援の抜本拡充のための新たな法整

備の早期着手及び国の責務の明確化

(3) 「地域公共交通確保維持改善事業」の十分かつ安定的な財源の確

保及び補助制度の拡充

(4) 新規航空路線及びヘリコプターによる定期航空路線の開設

(5) 離島航路維持・安定化施策の拡充

(6) 離島航空運賃・船舶運賃及び流通コストの一層の軽減についての

必要な措置

(7) 高速安定航行が可能な船舶などの船舶・航空機に対する設備投資

への支援制度の拡充

(8) 道路整備及び本土・離島間等の架橋の整備促進

(9) 離島バス路線等の維持

(10) 宮古・八重山諸島及び沖縄周辺離島の航路・航空路の維持

(11) 「空飛ぶクルマ」等新たなモビリティの離島での導入に向けた取

組の促進

(12) 人流だけではなく、物流を担う船舶の運航に対する支援の新た

な措置

５ 離島における本土との燃料や生活物資等の価格格差の解消

を図ること。

(1) 「離島のガソリン流通コスト対策事業」の強化・拡充及び継続・

恒久的な実施

(2) ガソリン以外の石油製品(特に寒冷地における必需品である暖房
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器具等の燃料となる灯油やプロパンガス）に関する流通コストを軽

減する支援制度の創設

(3) すべての生活物資等に関する流通コストを軽減する支援制度の

創設

(4) インフラ整備に必要不可欠な砂利等の建設資材の輸送コストを

軽減する支援制度の創設

(5) 農林水産物の需要減少、価格下落、原油価格の高騰等に対応す

るための輸送コストの支援事業に係る特例的な交付率の嵩上げ

６ 離島における地上デジタル放送への対応、超高速ブロード

バンド基盤整備等高度情報通信体系の構築をはじめとした総

合的な情報格差解消対策を促進すること。

また、携帯電話不感地域等を解消するよう支援策を拡充す

ること。

７ 離島の自然的・社会的特性を活かした産業、特に農林水産

業、観光関連産業の振興対策を強化拡充すること。「離島漁業

再生支援交付金制度」を拡充し、漁業の安定操業の確保及び

水産資源の開発促進を図るとともに、雇用対策の強化を図る

こと。

８ 離島における生活環境の整備の充実強化を図ること。

(1) 海岸漂着ゴミ等の収集・処理対策の充実及び漂流木等の処理制度

の確立並びに一般廃棄物の島外搬送、貨物輸送整備への財政的援助、

その他広域的な廃棄物処理施設等に対する財政支援の拡充等

(2) 家電・廃棄自動車等のリサイクルに係る住民負担の軽減措置、特
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に家電リサイクルに係る収集運搬料金の軽減措置の円滑な実施及び

リサイクル料金の前払い制度の導入

(3) 上下水道・漁業集落排水施設等・浄化槽等整備及び水資源の恒久

的確保対策の充実強化

(4) 民間車検場のない離島における自動車検査登録制度（車検）に係

る輸送費補助の創設等

９ 離島における医療・福祉対策の充実を図ること。

(1) 高齢者等の福祉対策の強化拡充

(2) 病院・診療所等の整備、遠隔医療の導入促進及び医師等医療従事

者の確保等医療対策の強化拡充並びに通院・入院費用等の支援

(3) ドクターヘリや消防・防災ヘリの出動が困難な場合における自衛

隊による離島からの急患搬送体制の維持

(4) 介護保険制度や障害者自立支援制度における市町村負担の軽減措

置、基盤整備の遅れ等離島の実態に即した特別地域加算の増額や制

度の弾力的運用及び離島地域への介護サービスを行う事業者に対し

て助成する離島介護サービス提供促進制度の創設等

(5) 離島の特性に応じた輸血用血液製剤の安定的供給のための措置

10 離島における教育の充実及び文化の振興を図ること。

(1) 離島高校生修学支援の強化拡充

(2) 離島地域の文化の保存・活用のための担い手育成等、支援措置の

拡充

11 離島と他の地域との交流を推進するため、観光の振興及び

周辺地域との連携も含めた広域的な交流促進を図ること。併
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せて、離島の振興に寄与する人材の確保・育成に対する支援

を図ること。

12 離島における再生可能エネルギーの導入・利用の推進を図

ること。

13 離島における風水害、地震災害、津波等に対する防災・減

災対策の充実を図るとともに、地方公共団体の財政負担の軽

減を図りつつ、強力に推進する仕組みを整え、所要の財政上

の措置等を早急に講ずること。

14 離島における無電柱化の推進を図ること。

15 離島における税の軽減措置を図ること。

(1) 地方財政に影響を及ぼさないよう財源補てんを行った上での離島

における揮発油税及び地方揮発油税の軽減措置の創設

(2) 離島における消費税の軽減税率導入の検討

16 離島における税制上の特例措置の延長を図ること。

(1) 国税（所得税・法人税）の割増償却制度の延長

(2) 地方税（事業税・不動産取得税・固定資産税）の課税免除又は不

均一課税に伴う地方交付税補填措置の延長

17 離島市町村の財政力の強化を図ること。

(1) 地方交付税、過疎債、辺地債の配分等総合的な財政援助の拡充

(2) 地方交付税の基準財政需要額の算定に係る離島をとりまく自然
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的・社会的諸条件を踏まえた行政需要のさらなる反映

18 有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る

地域社会の維持に関する特別措置法に基づき、有人国境離島

地域の保全を図ること。また、特定有人国境離島地域につい

ては、離島航路・航空路に係る運賃の低廉化や生活又は事業

活動に必要な物資の費用負担の軽減、雇用機会の拡充、安定

的な漁業経営の確保など、地域社会の維持を図るための施策

を確実に実施できるよう、特定有人国境離島地域社会維持推

進交付金をはじめ、法に基づく基本方針に掲げた関連施策に

係る対象事業の拡充や地元負担の一層の軽減を図るとともに、

必要な予算額の確保を図ること。

加えて、有人国境離島地域は、我が国の領海、排他的経済

水域等の保全という重要な役割を担っていることから、課題

に直面する地方の意見をよく聴き、特定有人国境離島地域の

追加指定等の見直しを行うこと。

19 奄美群島及び小笠原諸島の振興開発を強力に推進すること。

20 沖縄振興特別措置法に基づく沖縄振興一括交付金など、沖

縄振興に必要な予算額の確保を図ること。

21 北方領土の早期返還を実現すること。

22 島根県竹島の領土権を早期に確立すること。
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23 尖閣諸島を巡る問題の解決促進等に努めること。

24 離島という地理的社会的特性を踏まえた感染症拡大防止対

策及び支援を行うこと。
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